
国と国立大学法人との契約関係
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資料2
国立大学法人の戦略的経営実現に向けた

検討会議（第2回）
Ｒ2.3.19



 1949年 新制国立大学（官立機関の再編統合）

 1971年 中央教育審議会（46答申）ー 国公立大学の法人化を提言

 1984～87年 臨時教育審議会（政府全体で教育問題を議論）

ー 国立大学の特殊法人化について、中長期的な検討課題として要請

 1997年12月 行政改革会議「最終報告」

• 「（国立大学の法人化について）大学の自主性を尊重しつつ、研究・教育の質的向上を図るとい
う長期的な視野に立った検討を行うべきである」

 1998年 中央省庁等改革基本法成立（橋本行革）

 1999年4月 閣議決定「国の行政組織等の減量、効率化等に関する基本的計画」

• 「国立大学の独立行政法人化については、大学の自主性を尊重しつつ大学改革の一環として検
討し、平成15年までに結論を得る」

 2001年6月 閣議決定「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」

• 「国立大学については、法人化して、自主性を高めるとともに・・・民間的発想の経営手法を導入し
国際競争力のある大学を目指す」

 2002年3月 国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議

ー 新しい｢国立大学法人｣像について最終報告

 2002年6月 閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」

• 「国立大学の法人化と教員・事務職員等の非公務員化を平成16年度を目途に開始する」

 2003年7月 国立大学法人法等関係６法成立（2004年4月国立大学法人成立）

国立大学の法人化までの経緯
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① 大学ごとに法人化し、自律的な運営を確保

② 「民間的発想」のマネジメント手法を導入
・「役員会」制の導入によりトップマネジメントを実現
・全学的視点から資源を最大限に活用した戦略的な経営

③ 「学外者の参画」による運営システムを制度化
・「学外役員制度」を導入
・役員以外の運営組織にも学外者の参加を制度化
・学外者も参画する「学長選考委員会」が学長を選考

④ 「能力主義」人事を徹底 ⇒ 「非公務員型」へ
・能力・業績に応じた給与システムを各大学の責任で導入
・事務職を含め学長の任命権の下での全学的な人事を実現

⑤ 「第三者評価」の導入による事後チェック方式に移行

（平成14年3月26日）

新しい「国立大学法人」像について
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- 競争的環境の中で、活力に富み、個性豊かな大学 -

大学としてのビジョンの明確化

第三者による評価の実施

大学の裁量の大幅な拡大

責任ある経営体制の確立

情報公開の徹底

「中期目標」などを通し、大学の理念
や改革の方向性を明確化

学外理事を含む役員会を設置
学長中心の経営体制を確立

非公務員型。国の諸規制の
大幅な緩和等により裁量を拡大

国立大学法人評価委員会による事
後評価と、大学評価・学位授与機構
による教育研究に関する専門的評価

毎年度の実績報告署や財務諸表を
通じて、社会への説明責任を果たす
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国立大学の法人化の目的
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国立大学の法人化による狙い

理事

役員会

経営協議会 教育研究評議会

学長選考会議

選考
（※）

学外者委員
同数

学内者委員
同数

監
事

（※）学長の任命は、法人の申出に基づき、文
部科学大臣が行う。

学外者

学外者

学長

理事 理事

監
事

国立大学法人

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

• 中期目標の提示、中期計画の認可
• 学長の任命
• 運営費交付金の交付

• 中期目標の原案、中
期計画案の策定

• 学長候補者の申出

• 評価（事後チェック）

目標設定
・戦略的経営を実現
・個性化を促進

事前規制から事後チェックへ
・予算・組織運営は大学の責任で
決定可能

非公務員型
・弾力的な人事システム
を実現

理事：学長を補佐し、業務を掌理

監事：法人の業務を監査

役員会：重要事項について議を経て学長は決定

経営協議会：経営に関する重要事項を審議

教育研究評議会：教育研究に関する重要事項
を審議



国立大学 国立大学法人

組織の位置づけ  国家行政組織法上の施設等機関
（文部科学省の内部組織）

 法律により設立される独立した法人

国の関与
（目標・計画等）

 日常的に主務大臣の包括的な指揮監督
に服する

 予算・組織上の要求等に際して、国側の事
情を事実上反映

 大臣の関与は、中期目標の策定、中期計
画の認可等に限定

 中期目標の策定、中期計画の認可に際し
ては、大学側の意見に配慮

 国立大学法人評価委員会が年度評価及
び中期目標期間評価を実施（教育研究
面は大学改革支援・学位授与機構が評
価）

予算上の制約  組織、項、目等に区分され、流用等が制限
されている。

 単年度主義の原則（支出予算の繰越は
制限的）

 運営費交付金は「渡しきり」、使途の内訳は
特定されない

 運営費交付金は翌年度に繰越可能
 自己努力による余剰金は、予め中期計画に

記載した使途に充当可能

他法人への出資  出資不可  特定の企業（TLO、VC、指定国立大学法
人の特例等）への出資が可能

人事任命  文部科学大臣の任命権の下、管理職たる
事務職員人事は国が管理

 学長、学部長等には外国人の任用不可

 学長の任命権の下、採用・承認等の決定も
各大学の裁量

 外国人の学長等への任用も可能

給与  法令で定められた給与体系  法人の裁量で弾力的な給与体系が可能
（給与基準は届出、公表）

服務  国家公務員としての諸規制
（兼業の原則禁止、詳細な服務規定等）

 各法人の裁量
（独自に定める就業規則による）

法人化前の国立大学と国立大学法人との比較
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国立大学法人 独立行政法人（中期目標管理法人）

組織の位置づけ  法律により設立される独立した法人  法律により設置される独立した法人

国の関与
（目標・計画等）

 大臣の関与は、中期目標の策定、中期計画
の認可等

 大臣は中期目標を策定、法人に示し、公表
するとともに、法人は目標に基づき中期計画
を策定（中期目標を策定する際には、法人
側の意見に配慮しなければならない）

 国立大学法人評価委員会が年度評価及び
中期目標期間評価を実施（教育研究面は
大学改革支援・学位授与機構が評価）

 評価を決定するときは、あらかじめ、国立大学
法人に意見の申立ての機会を付与

 大臣の関与は、中期目標の策定、中期計画
の認可、法人評価等

 大臣は中期目標を策定、法人に指示し、公
表するとともに、法人は目標に基づき中期計画
を策定

 大臣が年度評価及び中期目標期間評価を実
施

予算上の制約  運営費交付金は「渡しきり」、使途の内訳は
特定されない

 運営費交付金は翌年度に繰越可能
 自己努力による余剰金は、予め中期計画に

記載した使途に充当可能

 運営費交付金は「渡しきり」、使途の内訳は特
定されない

 運営費交付金は翌年度に繰越可能
 経営努力による剰余金は、予め中期計画に

記載した使途に充当可能

他法人への出資  特定の企業（TLO、VC、指定国立大学法
人の特例等への出資が可能

 個別法に規定されている法人のみ、出資が可
能

人事任命  学長の任命権の下、採用・承認等の決定は
各大学の裁量

 外国人の学長等への任用も可能

 法人の長の任命権の下、採用・昇任等の決
定は法人の裁量

 外国人の法人の長等への任用も可能

給与  法人の裁量で弾力的な給与体系が可能
（給与基準は届出、公表）

 法人の裁量で弾力的な給与体系が可能
（給与基準は届出、公表）

服務  法人の裁量
（独自に定める就業規則による）

 法人の裁量
（独自に定める就業規則による）

国立大学法人と独立行政法人との比較
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国立大学法人 公立大学法人 学校法人 放送大学学園
沖縄科学技術
大学院大学学園

法的
位置付け

 国立大学法人法に
より設置

 地方独立行政法人
法に基づき、設立団
体の議会議決を経
て国又は都道府県
が定款を認可

 私立学校法に基づ
き、大学を設置する
法人は文部科学大
臣が寄附行為を認
可

 放送大学学園法に
より設置

 沖縄科学技術大学
院大学学園法によ
り設置

目的・業務  国立大学法人の目
的・業務は、国立大
学法人法において
規定

 個々の法人ごとの目
的・業務は、定款に
おいて規定

 個々の法人の目的
は寄附行為において
規定

 寄附行為は文部科
学大臣が認可

 放送大学学園法及
び寄附行為において
規定

 寄附行為は文部科
学大臣が認可

 沖縄科学技術大学
院大学学園法及び
寄附行為において
規定

 寄附行為は文部科
学大臣が認可

（内閣総理大臣
に通知）

予算上の
制約

 運営費交付金は
「渡しきり」、使途の
内訳は特定されな
い

 運営費交付金は翌
年度に繰越可能

 自己努力による余
剰金は、予め中期
計画に記載した使
途に充当可能

 設立団体である地
方公共団体から「渡
しきり」の運営費交
付金として措置

 運営費交付金は翌
年度に繰越可能

 自己努力による余
剰金は、予め中期
計画に記載した使
途に充当可能

 私立学校振興助成
法に基づき、教育研
究に係る経常的経
費について補助

 補助金適正化法に
基づき、翌年度に額
の確定を行い過大
交付分は返還

 放送大学学園法に
基づき、教育研究を
含めた業務に係る
経費について補助

 補助金適正化法に
基づき、翌年度に額
の確定を行い過大
交付分は返還

 沖縄科学技術大学
院大学学園法に基
づき、教育研究を含
む業務に係る経費
について補助

他法人への
出資

 特定の企業（TLO、
VC、指定国立大学
法人の特例等）へ
の出資が可能

 特定の企業
（TLO）への出資
が可能

※VC等への出資は不可

 出資先の限定なし  寄附行為に基づき、
一部法人への出資
は不可

 通常の学校法人と
同様（但し、所管
大臣の承認が必
要）

国立大学法人と類似制度との比較①
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国立大学法人 公立大学法人 学校法人 放送大学学園
沖縄科学技術
大学院大学学園

目標・計画  大臣の関与は、中期目
標の策定、中期計画の
認可等に限定

 中期目標の策定、中
期計画の認可に際して
は、法人側の意見に配
慮するとともに、国立大
学法人評価委員会の
意見を聴く

 設立団体の長が中期
目標を策定の上、議
会の議決を得る

 中期計画は設立団
体の長が認可

 中期目標の策定、中
期計画の認可に際し
ては、法人側の意見
に配慮するとともに、
各設立団体における
地方独立行政法人
評価委員会の意見を
聴く

 事業計画及事業
に関する中期的な
計画の作成を義務
付け（R2.4.1施
行）

 事業計画及び事
業に関する中期的
な計画の作成に際
しては、認証評価
の結果を踏まえる

 文部科学大臣の
認可は不要

 毎会計年度開始
前に事業計画を作
成の上、文部科学
大臣及び総務大
臣が認可

※この他、学校法人制
度の規定が適用される

 毎会計年度開始
前に沖縄の振興及
び自立的発展に配
意された事業計画
を作成の上、内閣
総理大臣が認可

※この他、学校法人制
度の規定が適用される

評価  国立大学法人評価委
員会が年度評価及び
中期目標期間評価を
実施（教育研究面は
大学改革支援・学位
授与機構が評価）

 各設立団体における
地方独立行政法人
評価委員会が年度
評価及び中期目標
期間評価を実施

 特になし  特になし  特になし

人事
（任免等）

 学長の任命権の下、採
用・承認等の決定も各
大学の裁量

 外国人の学長等への任
用も可能

 設立団体の長による
理事長の任命権の下、
採用・承認等の決定
は各大学の裁量

 外国人の学長等への
任用も可能

 採用・承認等の決
定は各大学の裁量

 外国人の学長等へ
の任用も可能

 理事長の任命権の
下、採用・承認等の
決定は大学の裁量

 外国人の学長等へ
の任用は不可

 採用・承認等の決
定は大学の裁量

 外国人の学長等へ
の任用も可能

給与  法人の裁量で弾力的
な給与体系が可

（給与基準は届出、公表）

 法人の裁量で弾力
的な給与体系が可

（給与基準は設立団体の
長に届出、公表）

 法人の裁量で弾力
的な給与体系が
可能

（役員の報酬等の支給
の基準は公表）

 法人の裁量で弾力
的な給与体系が
可能

（役員の報酬等の支給
の基準は公表）

 法人の裁量で弾力
的な給与体系が
可能

（役員の報酬等の支給
の基準は公表）

服務・懲戒
等

 各法人の裁量
（独自に定める就業規則によ
る）

 各法人の裁量
（独自に定める就業

規則による）

 各法人の裁量
（独自に定める就

業規則による）

 各法人の裁量
（独自に定める就

業規則による）

 各法人の裁量
（独自に定める就

業規則による）

国立大学法人と類似制度との比較②
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日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

概況 大学数は８割弱、学生
数は７割が私立

大学数は私立が7割、学
生数は州立が６割

ほぼすべての大学が国立
（運営費における公費支出の割合が
高く、実質的に国立大学に相当）

ほぼすべての大学が国立 大学数は７割、学生数は
９割が州立大学

法的位置
づけ

法律により、国立大学法
人としての法人格が与えら
れている

州立大学の多くは、州の法
律等により法人格が与えら
れている

1992年以前設立の大学は主
に国王の設立勅許状に基づく
大学法人、1992年以降設立
の大学は法律に基づく高等教
育法人である場合が多い。

学術的、文化的・職業専門
的性格を有する公施設法人
として、法人格や教育、研究、
管理、財政に関する自治権を
有する

公法上の団体であり、同時
に州の機関として、法人格
を有する団体としての性格と
州の組織・機関の一部とし
ての性格を併せ持つ

国の関与
の在り方

国立大学法人は、法人
格を有し、大学を設置し、
運営する。教育研究、教
職員人事等において、大
学の自主性・自律性が認
められている。授業料は法
令で規定。

大学とは別に管理組織として大
学理事会がおかれ、教育研究、
教職員人事、財政等について
幅広く責任を負う。理事は、州
知事が任命するが、州知事や
州教育長が自ら理事となること
もある。授業料は大学理事会
で決定。

大学とは別に管理組織として
財政を担う準政府機関が置
かれ、大学における教育研
究、教職員人事、財政等に
ついて幅広く責任を負う。授
業料は法令で規定。

大学とは別に管理組織は置か
れていない。授業料は無償。

大学とは別に管理組織は置か
れていない。ただし、大学の管
理組織の一部として設置されて
いる大学評議会は、州の所管
省の代表を含む外部有識者で
構成され、学長等の選挙や州
との契約及び発展計画の起草
等において一定の権限を持つ。
授業料は無償。

関与の
方式等

法人は、６年ごとの中期目標・
中期計画に沿って教育研究を展
開できるよう、政府から基盤的経
費として運営費交付金を措置。
国立大学法人評価委員会によ
り、年度評価、４年次評価、中
期目標期間終了時評価が行わ
れる。

大学理事会から州政府に対し
予算要求を行う。州からの経常
費は、基本的に学生数による。
カリフォルニア州では州内に3つ

ある州立大学システムの役割・
使命を州法で規定。NY州では
州内に2つある州立大学システ
ムが，それぞれ4年毎に州知事
及び州教育委員会に長期計
画を提出することを州法で規定。

政府と政府から独立した準政
府機関、また準政府機関と各
大学との財政契約に基づき、
政府は、準政府機関を通じて
大学全体の条件設定を行う。
この準政府機関が各大学の
業績評価を行い、これに基づ
き各大学に補助金（一部）
を配分する。

財政措置は予算の定めるところ
による。大学・高等教育機関共
同体（※COMUE)ごとに契約
を政府と締結。同契約に基づき、
予算が配分される。
（※）原則１つの大学区にある大学
等の集合体

州政府に対する予算要求によ
り財政措置がなされ、資金の学
内での配分・運用は州の監督
下で行われる。州により、目標
合意方式を採用。
（※）目標について大学と州が合
意を図り契約を締結することで各大
学に一定の予算権限を与える方式。
州からの補助金の一部に各大学の
業績が反映されるのが一般的。

諸外国の大学制度との比較

政 府

大 学

（国立大学法人）

中期目標
財政措置

中期計画

州 政 府

大学理事会

大 学

（法人）

人事
財政措置

政 府

カウンシル

大 学

（法人）

財政を担う準政府機関

契約・財政措置

契約・財政措置

州 政 府

大 学
（法人）

人事
財政措置

政 府

大 学

（法人）

契約による財政
措置（５年毎）

出典：新しい「国立大学等の独立行政法人化に関する調査検討会議」参考資料ほか文部科学省調べ
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「国と国立大学法人との関係性」からの論点整理

（契約関係を定義づける論点）⇒ 本日の議論の論点

 国と法人間の「契約」に相当する中期目標・計画の在り方
 国が法人の「契約履行状況」を確認する仕組みとしての、法人評
価の在り方

（契約関係に関連する論点）⇒ 次回以降の議論の論点

 国立大学法人のステークホルダーとは？【社会との関係や期待さ
れる役割・価値創造の再定義】

 国立大学法人が、契約履行を確実に行うための
① 経営（ガバナンス体制）の在り方【学長を中心とした経営組

織、学長の任命・解任など】
② 自主的・自律的経営を可能とする規制緩和事項の在り方
③ （国から法人に交付される）運営費交付金の仕組み

自主性・自律性を高め、競争的環境の中で活力に富み、個性豊かな
魅力ある国立大学を実現することを目指した法人化が意図する『自律
的契約関係』とは？

11



「国と国立大学法人との関係性」の議論の大前提

 全国に配置された公共財として、高等教育の機会均等の要請に応えるとともに、地域の社会・経
済・文化・医療・福祉の拠点として、それぞれの地域の個性や特色を活かしつつ、人材育成を図る
とともに高度な研究を推進することで、我が国全体の均衡ある発展に貢献

 地域や経済条件にかかわらず高度な学びの場を提供し、次代を切り拓く成果を創出し、我が国の
均衡ある発展に貢献することで、Society5.0社会に向けた持続可能でインクルーシブな経済社
会システムの実現に寄与

国立大学の不変の役割・機能

「インフラ基盤」としての国立大学の機能を維持・発展させるため、国は、
運営費交付金等の公財政支出により支え、その財政措置にとって必要な
関与として、中期目標・中期計画制度、及びそれを前提とした評価を実施

 デジタル革命の進展により、製品等の「モノ」中心からサービス等の「コト」中心の経済へと加速度的に
変化する中、「我が国最大かつ最先端の知のインフラとしての国立大学」が、社会変革の原動力と
なり、我が国の成長力や競争力の源泉として大きく寄与

拡張された国立大学の役割・機能

国立大学が拡張された機能を最大限発揮させるために、国は、国立大
学が真の経営体となるべく、経営的裁量を発揮できる環境を構築

12



中期目標・中期計画について

国と法人間の「契約」に相当する中期目標・計画の在り方
国が法人の「契約履行状況」を確認する仕組みとしての、法人評価
の在り方 とは？

 各法人は、中期目標を達成するため
の計画を「中期計画」として作成し、
文部科学大臣の認可を受けるととも
に公表
※原則として100以下。平均計画数：71

 文部科学大臣は、６年間において各
国立大学法人が達成すべき業務運営
に関する目標を「中期目標」として
定め、これを各法人に示すとともに
公表

 中期目標は、各法人の意見を聴き、
これに配慮するとともに、国立大学
法人評価委員会の意見を聴いて定め
る

 現在、第３期中期目標期間【平成28
年度（2016年度）～令和３年度
（2021年度）】※平均目標数：32.5

中期目標

中期計画

◆中期目標の事項（国立大学法人法第30条第２項）

１．教育研究の質の向上に関する事項
（教育内容及び教育の成果等、教育の実施体制等、学生への支援、研究水準及び研究の成果

等、研究実施体制等、社会との連携や社会貢献、国際化、附属病院、附属学校）

２．業務運営の改善及び効率化に関する事項
（組織運営の改善、事務等の効率化・合理化）

３．財務内容の改善に関する事項
（外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加、経費の抑制、資産の運用管理の改善）

４．教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検
及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項
（評価の充実、情報公開や情報発信等の推進）

５．その他業務運営に関する重要事項
（施設設備の整備・活用等、安全管理、法令遵守）
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【制度の概要】

◆各国立大学法人

・自己点検・評価

◆国立大学法人評価委員会

・業務運営・財務内容等の状況の評価

・産業界、マスコミ、大学関係、会計関係など、

様々な委員により構成

◆大学改革支援・学位授与機構

・教育研究状況の評価

教育研究の状況について、専門的な観点から評価。各分野の専門家によるピアレビューを含め、教育研
究に係る中期目標の達成度及び学部・研究科等の教育研究の水準について評価

【中期目標期間評価の場合】
◆独立行政法人評価制度委員会（総務省）

・評価機能の二次評価 ※４年目終了時の評価のみ

【評価の流れ】

○法律で設置される国立大学法人について、大学の教育研究の特性や自主性に配慮しつつ、必要
最低限の国の関与として、６年間の中期目標・計画の設定や事後的な評価等を制度化

○国立大学法人評価の目的は、「国立大学法人の継続的な質的向上」と「社会への説明責任の遂
行」

○国立大学法人評価は、各法人の意見を尊重して文部科学大臣が定めた法人ごとの中期目標につ
いて、その達成状況を評価するもの（したがって、法人間を相対的に比較するものではない）

○「国立大学法人評価委員会」が、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務運営の実績に
ついて、年度評価、４年目終了時及び６年目終了時に実施する中期目標期間評価を実施

○教育研究の状況について、年度評価では全体的な状況を確認するのみとし、中期目標期間評価
では専門的な観点から評価を実施するため、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に評価
を要請し、その結果を尊重

国立大学法人評価について（仕組み）

14



H28年度
（2016）

○ 毎年度の業務実績評価及び中期目標期間全体の評価を実施
○ 企業各界・マスコミ・大学関係、会計関係など様々な委員により構成（20名以内）
○ 教育研究の状況の評価は、中期目標期間評価全体の評価において取り扱うが、その際には、大学改革支援・学位授与機構にピアレ

ビューを含めた評価を要請

国立大学法人評価委員会

第３期中期目標期間全体の評価
・中期目標の達成状況の評価
・教育研究の状況も含めた全般を評価

４年目終了時の評価
・６年間の終了時に見込まれる中期目標の達成状況の評価
・教育研究の状況も含めた全般を評価

第３期中期目標期間 第４期

第２期中期目標期間評価
（平成22～27年度）

平成29年6月6日公表

毎年度の業務実績評価 主として業務運営・財務内容等の進捗確認

H29年度
（2017）

H30年度
（2018）

H31（R1）
年度（2019）

R3年度
（2021）

R2年度
（2020）

R4年度
（2022）

国立大学法人評価について（サイクル）
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独立行政法人評価制度委員会（総務省）

法律の運用に当たっては、大学の教育研究の特性に常に配慮

○中期目標・中
期計画案及び★
について意見

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会
(国家行政組織法上の８条機関(「審議会等」)

独立行政法人

大学改革支援・学位授与機構
（いわゆるピア・レビュー機関）

国立大学法人、大学共同利用機関法人

○教育研究評価
の結果を通知

○認証評価の結
果を踏まえた教
育研究面の評価
を要請

○必要があるときは国立大学
法人評価委員会に対し意見

○４年目終了時
評価を通知

○中期目標の
原案(意見)

を提出

○４年目終了時、及び中期目
標期間終了時に教育研究面を
専門的に評価

○中期計画を認可（認
可後に公表）

○中期計画を
作成

○年度計画を
届出・公表

○中期目標期間の業績
を評価

○中期目標期間終了時
における組織・業務
の検討（★）の結果
と講ずる措置の内容
を通知

○通知を受けたときは文部科
学大臣に対し勧告できる（勧
告に基づき講じた措置の報告
も求めることができる）

○中期目標を提示・公
開

（大臣は法人の原案(意
見)に配慮）

国立大学法人及び大学共同利用機関
法人の第３期中期目標期間の業務実
績評価に係る実施要領（抄）

２．実施方法

「教育研究等の質の向上」に係る中
期目標の達成状況を評価するために
必要な評価方法、評価項目、評価基
準、評価の裏付けとする基礎資料の
内容等は、機構が別に定める。

中期目標・計画、法人評価に係る機関の関係

16



法人評価の予算への反映（現行）
第２期中期目標期間評価の結果については、運営費交付金（法人運営活性化支援分）として、

平成30年度予算以降、各年度30億円を配分。

【ポイント】

 各法人の中期目標・中期計画の達成度を評価するという国立大学法人評価制度の趣旨に鑑
み、達成度評価の結果のみを運営費交付金に反映。

 評価結果が良好な法人（33法人）に対しての増額のみの反映。（減額反映は行わない。）

教育研究の質の向上

業務運営の改善及び効率化

財務内容の改善

自己点検・評価及び情報提供

その他業務運営
（施設設備、法令遵守等）

年度評価 中期目標期間評価

事業の進捗状況を確認、
評定は付さない

大学評価・学位授与機構に
よる専門的見地からの評価、
５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

５段階の評定

評価結果は、毎年度の予算に
反映しない。

評価結果は、次期の中期目標期間
における運営費交付金に反映。

中期計画の達成に向けた
各年度の進捗状況を踏まえて
中期目標期間評価を実施
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◆国立大学法人評価（法定）

• 法人化により、国が設立し、公金が支出される法人として、中期目標の達
成状況を評価する国立大学法人評価を導入。業務運営・財務内容の目標
は毎年、教育研究の目標は４年目と６年目終了時に評価【2004】

◆認証評価（法定）
• 全ての大学等が、文部科学大臣が認証した評価機関の評価を定期的に受け

ることを義務化（大学の教育研究等の総合的な状況の評価（機関別認証評
価：7年以内）及び専門職大学院等の評価（分野別認証評価：５年以内））
【2004】

◆重点支援評価

• 成果に係る客観・共通指標により実績状況を相対的に把握し、運営費交付
金予算の配分に反映【2019】

◆成果に係る客観・共通指標

国立大学法人を評価する様々な仕組み①

18

• 機能強化を実現するための「ビジョン」「戦略」「評価指標」を各大学が
主体的に作成し、その進捗状況等について外部有識者による評価を実施し、
運営費交付金予算の重点支援に反映【2016】



国立大学法人評価
認証評価

（機関別）

運営費交付金

重点支援評価
成果を中心とする

実績状況に基づく配分

目 的

法人が中期目標・中期計画
を着実に実施し、投じた国
費が有効・適切に使用され
たかどうかを国として検証

大学等の教育研究水準の向上

各法人の強み・特色
を発揮し、機能強化
の方向性に応じた取
組をきめ細かく支援

多額の国費を投入するに当
たり、厳格な評価とそれに
基づく資源配分を実施

大学等の成果や実績を評価
することを通じて一層の経
営改革を推進

評価主体
国立大学法人評価委員会 文部科学大臣が認証した評価

機関
有識者会議 文部科学省

評価対象 国立大学法人等 大学、短大、高等専門学校 国立大学法人等 国立大学法人等

評価期間
年度評価：毎年度

中期目標期間評価：4年目
と6年目終了時

7年以内 毎年度

評価基準
法人が策定した中期目標・
中期計画の進捗・達成状況 認証評価機関が自ら定める大

学評価基準

法人が設定した「ビジョ
ン」「戦略」「評価指
標」の進捗・達成状況

成果に係る客観・共通
指標に基づく実績

評価項目
教育・研究・業務運営・財
務等

教育・研究・財務等
教育・研究・業務運営・
財務等

教育・研究・経営改革

評価結果

次期の中期目標・中期計画
の内容や運営費交付金に反
映
※運営費交付金への反映は中期目標
期間評価結果のみ

資源配分や行政処分に直接反
映することはない

運営費交付金に反映

国立大学法人を評価する様々な仕組み②

※教育研究面については、大学改革支
援・学位授与機構に評価を要請し、そ
の結果を尊重

※一部の補助事業においては、不適合の
判定を受けた大学等に対して、申請資
格を与えていない。

※中期目標は法人の意見に配慮して文
部科学大臣が策定
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○ 各大学の強み・特色を発揮し、機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、

第３期中期目標期間（2016年度）より国立大学法人運営費交付金のなかに「３つの重点支援の枠組み」を創設

機能強化の方向性に応じた重点支援（2016～2019年度の4年間）

重点支援① 地域のニーズに応える人材育成・研究を推進（５５大学）

重点支援② 分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進（１５大学）

重点支援③ 世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進（１６大学）

○ 全86国立大学が策定した296の「戦略」において、944項目（2019年度）の評価指標（KPI）が設定され、

PDCAサイクルの確立に向けて努力
※1,847項目(2018年度）の評価指標（KPI）が設定されていたが、2019年度予算における改革として、分かりやすさの観点から約半分に評価指標を精選。

○「戦略」の構想内容や進捗状況、評価指標（KPI）等を対象に、外部有識者からの意見を踏まえて評価を行い、
運営費交付金予算の重点支援に反映

第３期中期目標期間を通じたビジョン

○ 機能強化を実現するための「ビジョン」、「戦略」及びその達成状況を把握する

ための「評価指標（KPI）」を各大学が主体的に作成

○教育研究の安定性・継続性に配慮しつつ、改革インセンティブの向上を図るため、本枠組みの変動幅を2019年度から引き続き
95％～105％に設定。（2020年度の対象経費は約250億円） ※2018年度の変動幅：77％～112％

○６年間の中期目標期間を通じた各大学の機能強化を支援するため、第３期中期目標期間中は本枠組みを継続して実施。

戦略①

評価指標

（KPI）

取組 取組

戦略②

評価指標

（KPI）

取組 取組

戦略③

評価指標

（KPI）

取組 取組

2020年度予算における状況

各国立大学の改革意欲を受け止め、強み・特色をさらに発揮することで、機能強化を一層加速

機能強化の方向性に応じた「３つの重点支援の枠組み」

20



各国立大学法人におけるマネジメント面での改革を一層推進するとともに、教育・研究の更な

る質の向上を図る観点から、基幹経費において、成果に係る客観・共通指標により実績状況を

相対的に把握し、これに基づく配分を行う

 令和２年度予算案においては、以下の指標などにより配分を実施（配分対象経費：８５０億円 配分率：８５％～１１５％）

 令和元年度に活用したマネジメントに関する指標に加え、教育研究や学問分野ごとの特性を反映した客観・共通指標を令和２年度配分
に適用

仕組みの概要

令和２年度予算案における評価・資源配分のイメージ

配分指標（例）

○教育に関する指標
卒業・修了者の就職・進学等の状況、博士号授与の状況 など

○研究に関する指標
常勤教員当たり科研費獲得額・件数 など

○マネジメントに関する指標
人事給与マネジメント改革、会計マネジメント改革の状況 など

基幹経費

成果を中心とする

実績状況に

基づく配分

配分率：85％～115％

８５０億円

国立大学法人運営費交付金「成果を中心とする実績状況に基づく配分」について
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●会計マネジメント改革状況
（学内の見える化と戦略的な資源配分、経営情報の社会との共有等の状況）

●教員一人当たり外部資金獲得実績
(ⅰ) 共同研究等の研究教育資金 (ⅱ) 寄附金等の経営資金

●若手研究者比率

●運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数
（重点支援③）(試行) 

●人事給与マネジメント改革状況
（業績評価、年俸制、多様な人材の確保（外国人教員、女性教員）等の実施状況）

●施設マネジメント改革状況
（施設マネジメント推進、施設の有効活用、適切な維持管理等の状況）

令和元年度予算

研
究

経
営
改
革

経
営
改
革

経
営
改
革

経
営
改
革

令和２年度予算（案）

●博士号授与の状況

●カリキュラム編成上の工夫の状況
（ﾅﾝﾊﾞﾘﾝｸﾞの実施、ｶﾘｷｭﾗﾑﾏｯﾌﾟの活用、ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞの実施等の状況）

教
育

●常勤教員当たり研究業績数

●運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数
（重点支援③）

研
究

●若手研究者比率

●会計マネジメント改革状況
（学内の見える化と戦略的な資源配分、経営情報の社会との共有等の状況）

●ダイバーシティ環境醸成の状況
（教職員：外国人教員比率、女性教員比率、障害者雇用比率

学 生：留学生比率、社会人学生比率、障害学生比率 等の状況）

経
営
改
革

●寄附金等の経営資金獲得実績
経
営
改
革

●施設マネジメント改革状況
（施設マネジメント推進、施設の有効活用、適切な維持管理等の状況）

経
営
改
革

100億円

150億円

80億円

100億円

75億円 155億円

40億円

700億円

●人事給与マネジメント改革状況
（業績評価、年俸制、クロスアポイントメント等の実施状況）

経
営
改
革

●常勤教員当たり科研費獲得額・件数研
究

【教育】
100億円

【研究】
355億円

【経営】
395億円

研
究

●卒業・修了者の就職・進学等の状況

教
育

経
営
改
革

●常勤教員当たり受託・共同研究受入額

850億円

35億円

35億円

30億円

75億円

85億円

120億円

75億円

75億円

75億円

75億円

20億円

30億円

120億円

教
育

経
営

研
究

研
究

経
営

経
営

研
究

成果を中心とする実績状況に基づく配分」の配分指標
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国と国立大学法人との契約関係を定義づける論点

 国と法人間の「契約」に相当する中期目標・計画の在り方とは？
 国が法人の「契約履行状況」を確認する仕組みとしての、法人評
価の在り方とは？

1. 国立大学法人が中期目標管理型であることの妥当性

2. 中期目標の策定主体について
（現行）あらかじめ、国立大学法人等の意見を聴き、当該意見に配慮するとともに、評価委員会の
意見を聴いた上で、文部科学大臣が中期目標を定め国立大学法人等に示すとともに、公表

3. 中期目標期間について
（現行）６年間

4. 中期目標の記載事項や粒度について
（現行）P.13参照

5. 法人評価のサイクルについて
（現行）P.15参照

6. 法人評価結果の反映の方法について
（現行）P.17参照

7. 他の評価の仕組みとの関係について
（現行）P.18-22参照



国立大学法人化以降の成果と課題

参考
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【第１期中期目標期間：新たな法人制度の「始動期」】 （平成16年度～平成21年度）
・平成１７年 中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像（答申）」

「国立大学には、例えば、世界最高水準の研究・教育の実施、計画的な人材養成等への対応、大規模基礎研究や先導的・
実験的な教育・研究の実施、社会・経済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な学問分野の継承・発展、全国的な
高等教育の機会均等の確保等について政策的に重要な役割を担うことが求められる」
「地方の高等教育機関は地域社会の知識・文化の中核として、また、次代に向けた地域活性化の拠点としての役割をも担って
いる」

【第２期中期目標期間：法人化の長所を活かした改革を本格化】 （平成22年度～平成27年度）
・平成２５年 ミッションの再定義

研究水準、教育成果、産学連携等の客観的データに基づき各大学の強みや特色、社会的役割を整理・公表
⇒ 大学のミッションに応じ、地域連携機能の強化等を推進

・平成２５年 国立大学改革プラン
ミッションを踏まえ、改革を改革加速期間中に実施する大学に対し、国立大学法人運営費交付金等により重点支援

【第３期中期目標期間：「社会変革のエンジン」として知の創出機能を最大化し、高付加価値を生み出す国立大学へ】
（平成28年度～令和3年度）

・平成２８年～
国立大学法人運営費交付金において、地域貢献、専門分野、卓越性の３つの重点支援枠を創設

・平成２８年 国立大学法人法一部改正（指定国立大学法人制度を創設、資産の有効活用を図るための措置
（土地の貸付け対象の範囲を拡大、寄附金等の自己収入の運用範囲を拡大））

・平成２９年～指定国立大学法人の指定（東北大学・東京大学・京都大学・東京工業大学・名古屋大学・大阪大学・一橋大学）

・平成２７年 国立大学経営力戦略

・平成２６年 学校教育法、国立大学法人法一部改正（ガバナンス改革）

国立大学法人化以降の制度の変遷

・平成３１年 国立大学法人法一部改正（一法人複数大学制度、外部理事の複数登用、国立大学法人評価と
認証評価の連携
国立大学改革方針
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①大学ごとに法人化し、自律的な運営を確保

②「民間的発想」のマネジメント手法を導入
・ 「役員会」制の導入によりトップマネジメントを実現
・ 全学的視点から資源を最大限に活用した戦略的な経営

③「学外者の参画」による運営システムを制度化
・ 「学外役員制度」を導入
・ 役員以外の運営組織にも学外者の参加を制度化
・ 学外者も参画する「学長選考委員会」が学長を選考

④「能力主義」人事を徹底 ⇒ 「非公務員型」へ
・ 能力・業績に応じた給与システムを各大学の責任で導入
・ 事務職を含め学長の任命権の下での全学的な人事を実現

⑤「第三者評価」の導入による事後チェック方式に移行

• 国立大学は我が国の高等教育と学術研究の水準の向上と均衡ある発展に大きな役割を果たしている。
• 自律的な環境の下で国立大学を一層活性化し、優れた教育や特色ある研究に積極的に取り組む、
より個性豊かな魅力ある国立大学を実現すること等を目的として、国立大学を法人化。

法人化の目的

新しい「国立大学法人」像について
（平成14年3月26日）

国立大学の法人化の考え方
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当初の狙い

大学ごとに
法人化し、
自律的な運
営を確保

○ 当初からの裁量の拡大に加え、経営力向上に資する規制緩和等の実施により、外部資金の獲得が
増加、国立大学の自律的教育研究が展開。

○ 一方で、国の財政状況により、財源の多様化・拡大が大きな課題。

【裁量の拡大】
 予算等に関する大学の裁量を拡大

 学外者の経営参画を法定化し、法人経営力の向上

 指定国立大学法人制度の開始（H29国立大学法人法
改正）

【規制緩和の拡大】
 大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能に

（H25産業競争力強化法）

 土地等の第三者貸付対象の拡大（H29国立大学法人
法改正）

 寄附金等を原資とする業務上の余裕金の運用を、より
収益性の高い金融商品に拡大（H29国立大学法人法
改正）

 税制上の措置（税額控除の導入・拡大（H28・R2）、
評価性資産の寄附に係る非課税要件緩和（H30））

実
行 課題

 使途の制限がない収益の獲得が進ん
でいないため、自律的な活動に制限

 産業界等との連携・協働による財源
の多様化

 一層の経営基盤強化のための規制
緩和

成果

 平成16年の法人化以後、教育・
研究等の活動の活発化（組織
再編、活動費の増加）

 外部資金や病院収入等の増収

自律的な経営による活動の活発化
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平成２２年度 平成２４年度 平成２６年度 平成２８年度 平成３０年度 令和２年度

廃止・転換された学科数

見直しのシェア

（予定）

※平成２２年度における国立大学の全学科数：1,168

平成22～令和2年度（予定）
に廃止・転換された学科数計：579

■国立大学の組織の見直し

教育研究等の活動の活発化（組織再編）①
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地域の行政・産業の課題解決のため、協

働を通じて産業振興や地域活性化を担う

人材を養成。【県内の自治体・企業と連

携して徹底した実習とステークホルダー

参画型教育の実施】

高知大学
地域協働学部(Ｈ27)

地域協働学専攻（Ｒ２予定）

社会制度、まちづくり、防災・減災などの

重層的・複合的な地域課題に対応できる人

材を養成。【県内の自治体・企業等と連携

し、全学生が参加する地域プロジェクト演

習の実施】

宇都宮大学
地域デザイン科学部(Ｈ28)

国際社会及び科学技術に関する複眼的・

総合的な諸問題の調整・解決に貢献する

人材を養成。【長期留学の必修化、デザ

イン思考を備え、自治体・企業と連携し

た課題解決型プロジェクトの実施】

山口大学
国際総合科学部(Ｈ29)

■国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）

データサイエンスに関する専門知識と技術

を習得し、データに基づいた課題解決がで

きる人材を養成。【日本初のデータサイエ

ンス学部を設置し、人文社会系大学から文

理融合型大学へ転換】

静岡の「光・電子工学」、浜松医科の「光医

学」の強みを生かし、内視鏡やPET装置など

の最先端医療機器開発によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出

を推進する高度専門人材を養成。【地域・大

学が持つ強みを活かした新産業・新事業の創

出を通じた地方貢献】

静岡大学・浜松医科大学
光医工学共同専攻(H30)

学問領域を超えた視点から、複数の専門

分野にまたがる社会的課題について、他

者と協力し、解決する能力を持つ人材を

養成。【海外留学の必須化、学生自らのｶ

ﾘｷｭﾗﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ、留学生とのｸﾗｽｼｪｱの実施】

九州大学
共創学部(Ｈ30)

都市が抱える課題を総合的に俯瞰し、想

像力を持って問題の発見・解決ができる

人材を養成。【自治体・企業と連携した

ＰＢＬ教育、デザイン思考の実践教育の

実施】

富山大学
都市デザイン学部(Ｈ30)

滋賀大学
データサイエンス学部（Ｈ29）
データサイエンス研究科（Ｒ１）

東京外国語大学・東京農工大学・
電気通信大学

共同サステイナビリティ研究専攻
（Ｒ１）

自身の専門性に軸足を置きつつ、他分野の

研究成果を取り入れることによってイノ

ベーションを生み出すことができる学際的、

越境的な実務人材を養成。【三大学の教育

研究資源を活用したトリプレット体制によ

る文理協働的な教育研究】

大分大学
福祉健康科学部(Ｈ28)

福祉健康科学研究科(Ｒ2予定)

医療、福祉、心理といった分野を結節した、

福祉健康科学の深化を進め「地域包括ケ

ア」さらには「地域共生社会」を実践でき

る人材の養成。【県内の自治体と連携し、

医療・福祉地域現場での臨床実習の実施】

長崎大学
情報データ科学部（Ｒ２予定）

強みである医療、観光分野のリソースを活

かして、ビッグデータの応用分野として特

に期待されている医療・生命、社会・観光

など多様な分野で活躍する人材を養成。

【ビッグデータから新しい知を獲得し、課

題解決につなげることができる人材を養

成】

宇都宮大学・群馬大学
共同教育学部（Ｒ２予定）

両大学の教育資源の連動による、スケール

メリット・シナジー効果を発揮した、

ICT・グローバル化等の現代的課題に対応

できる教員を養成。【両大学の強みを生か

した高い質と幅広い教育による地域に応え

る教員養成を実施】

弘前大学
地域共創科学研究科（Ｒ２予定）

異分野の専門家や地域の専門家と協働し新

たな価値を創造（共創）する、専門性と俯

瞰性を兼ね備えた「地域を守る」人材と

「地域から攻める」人材を養成。【様々な

分野の専門家からなるチームが協働し、地

域社会の機能維持や産業発展のためのノウ

ハウを身に付けるための教育を実施】

教育研究等の活動の活発化（組織再編）②
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運営費交付金が減少する中、附属病院収益や競争的資金・学部資金の確保に尽力しており、経常収益は増加

※運営費交付金収益は当該年度において収益化した額を記載しているため、交付額とは一致しない。
※金額は単位未満を切り捨てており、計は必ずしも一致しない。

附属病院収益の増加状況

H16：6,245億円 → H27：10,380億円（1.66倍） → H30：11,457億円
（1.10倍）

競争的資金及び外部資金の増加状況

H16：1,647億円 → H27：4,362億円（2.65倍） → H30：4,381
億円（1.00倍）

（国立大学法人の各年度財務諸表から文部科学省作成）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

10,870 10,654 10,648 10,629 10,559 10,301 9,774 10,000 9,385 9,223 10,069 10,091 9,729 9,784 9,822 

6,245 6,514 6,662 7,098 7,470 7,828 8,493 8,887 9,325 9,667 
9,939 10,380 10,645 11,053 11,457 

3,560 3,643 3,604 3,564 3,495 3,400 3,430 3,410 3,420 3,391 
3,407 3,433 3,454 3,486 3,475 

1,647 1,995 2,318 2,769 3,063 3,499 3,467 3,582 3,604 4,083 
4,185 4,362 4,295 4,304 4,381 

1,090 1,103 1,219 
1,261 1,257 1,314 1,389 1,494 1,654 1,899 

2,045 1,952 1,814 1,764 1,682 

運営費交付金収益 附属病院収益 学生納付金収益 外部資金等 その他（自己収入等）

（億円）

■国立大学法人の経常収益の推移

特に、学生納付金収益については、学生の教育環境の充実（学生の留学支援、国際水準のトップ教員の招聘等）を目的として、東京
工業大学、東京芸術大学、千葉大学、一橋大学、東京医科歯科大学が標準額（535,800円）を上回る額を設定している

教育研究等の活動の活発化（活動費の増加）
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国立大学における外部資金受入額は、法人化以降大きく増加

（億円）

【寄附金受入額の推移】 【受託研究・受託事業・共同研究受入額の推移】

（億円）

657 

776 

872 
902 

0

500

1,000

H16 H22 H28 H30

1,172 

1,904 

2,643 

2,835 

0

1,000

2,000

3,000

H16 H22 H28 H30

■国立大学法人の外部資金受入額の推移

（国立大学法人の各年度財務諸表から文部科学省作成）

外部資金や病院収入等の増収①
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国立大学は、大学の活動から離れて、収益を上げることを目的とした事業はできないが、大学の教育研究成果を活
用することで収益を上げることは可能（平成28年にその旨の解釈を通知）

また、法人法を改正し、平成29年４月以降それまで国立大学で規制されていた
・大学に関係のない用途で利用するための不動産の第三者への貸付け
・一定の収益性の高い金融商品の運用による自己収入の確保が可能

📊💻 🏫
教育研究成果を活用した

収益の獲得

▮ 企業の技術相談や法律相談

▮ 教育研究活動の成果物の販売

九州大学
バイオ有機肥料

宇都宮大学
牛乳

▮ 教員・学生の教育研究成果の
展覧会・発表会

🏢🏠
大学の資産を活用した

収益の獲得

▮ キャンパス・ツアーの実施

▮ 学内の施設(ジム、保育所等)
の一般利用者への供与

▮ ネーミングライツの施設等
への設定

山形大学
ニクニドーム
やまがた

神戸大学
NTTDATA
IT Room

👤

▮ 大学が保有する不動産を業務に
関係のない用途で第三者に貸し
付け ※文部科学大臣の認可が必要

不動産の貸付けによる
収益の獲得

▮ 2019年6月末時点で東北、東
京医科歯科、信州、名古屋、京
都、岡山、広島、長崎、熊本の９
法人（12件）が認可

長崎大学

老朽化した
テニスコートを
第三者利用の

駐車場用に貸付け

💴
金融商品の運用による

収益の獲得

▮ 無担保社債、投資信託、外貨
建債券などの収益性の高い金融
商品の運用

※運用の原資は寄附金等の自
己収入のみ

※運用体制を確認するため文
部科学大臣の認定が必要

▮ 2019年6月時点で18法人
が認定。

※大学の用途に関係のある貸付けは従前より可能 ※国債、地方債等の安全資産の運用は従前より可能

※指定国立大学法人7法人
は特例で認定免除

※国立大学法人は法人税法上の非課税法人であり、それとの関係からも収益を目的とすることは困難

平成16年度の法人化以降可能 平成２９年度の改正法人法施行以降可能

平成２９年４月以降、認可・認定を受けた大学において、
具体的な貸付け契約の手続や運用等が進められている

取組・収益実績は各大学において様々であるが、
例）京都大学：２．７億円 (H16) ⇒ １６．８億円 (H29) ※

※財務諸表上の「財産貸付料収入」「入場料収入」「講習料収入」「版権料・特許料収入」「農畜産物収入」の合計

💡１💡１ 💡２ 💡２

■国立大学法人の財源の多様化

外部資金や病院収入等の増収②
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当初の狙い

「民間的発想」の
マネジメント手法
を導入

「学外者の参画」
による運営システ
ムを制度化

【組織】
 経営に関する重要事項を審議する「経営協議

会」に学外者が過半数
（H27国立大学法人法改正）

 理事・監事に学外者の参画（H31より理事に
ついては、複数名を義務化）

 「学長選考会議」は原則、学外者と学内者同
数

【学長のリーダーシップ確立】
 最終的な決定権は学長
 学長補佐体制として副学長の職務内容を改正

（H27学校教育法改正）

【教授会の位置づけ】
 審議機関であり、決定権を有する学長に意見

を述べる関係を明確化

【学長選考】
 選考の基準策定、基準・選考結果・理由等の

公表（H27国立大学法人法改正）、
意向投票の取扱い

【専門的機能の強化】
 ＩＲ、ＵＲＡ機能の強化

実
行

課題

 管理運営から経営へ脱却するた
めの「経営」人材の育成

 （大学によるが）構成員におけ
るコスト管理等や外部資金の獲
得等、経営意識のさらなる向上

成果

 学長リーダーシップの浸透

 学外者の意見の反映、ＩＲや
ＵＲＡ等高度専門職の活用に
より、法人経営に一定の効果

○ 法人化後、学内との関係において運営体制の整備が進んでいる。
○ 一方で、学外関係の人材の活用や経営を担う人材の確保、意識の醸成という点で途半ば。

ガバナンス改革

33



当初の狙い

能力・業績に
応じた給与シス
テムを各大学の
責任で導入

事務職を含め
学長の任命権
の下での全学
的な人事を実
現

実
行

課題

 厳格な業績評価と、当該評
価に基づいた処遇への適正
な反映の実現

 教員の適正な年齢構成の
検討と計画的配置

成果

 兼業・兼職の弾力的運用、
URA等高度専門人材の雇
用促進、年俸制・任期制・
クロスアポイントメント等の展
開

 全学戦略に基づく教員配置

○ 大学の特性を反映した、国家公務員法にとらわれない柔軟で弾力的な雇用形態・給与体系・勤務
時間体系が展開されている。

○ 一方で、厳格な業績評価や若手を始めやる気ある教員のモチベーションを高める人事給与制度が不
徹底。

【教員の業績評価】H30.10時点
 すべての法人で実施

【業績評価の活用】H30.10時点
 年俸制の給与への反映
 賞与に反映
 月給制の昇降給への反映
 任期・雇用更新等に反映
 研究費等予算配分に反映

【若手教員の採用・雇用環境の整備】H29.10時点※
 若手教員の優先的採用施策
 雇用・教育研究環境整備
※共同利用機関法人を除く86法人の状況

【年俸制の導入状況】H30.10時点
 導入済み
 計画中・検討中

【新年俸制の導入状況】R1.11時点
 導入済み
 計画中・検討中

82法人（91.1%）
66法人（73.3%）
66法人（73.3%）
24法人（26.7%）
17法人（18.9%）

61法人（70.9%）
79法人（91.9%）

89法人（98.9%）
1法人（ 1.1%）

18法人（20.0%）
72法人（80.0%）

能力主義人事 ～非公務員型の弾力的人事の実現～
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【中期目標評価の導入】
 法人化に伴い、中期目標・中期計画を策定し、計画的な法人

運営を実現
 計画の進捗については、第三者からなる国立大学法人評価委

員会において、毎年度及び中期目標期間評価を実施

 第二期中期目標から、目標の精選、数値化を促進

【評価結果の交付金への配分】
 中期目標期間終了時評価については、次期の国立大学法人

運営費交付金に法人運営活性化支援分として反映
１期反映：３０億円（３１法人）
２期反映：３０億円（３３法人）

【運営費交付金改革による改革の促進】
 「３つの重点支援の枠組み」を創設
 係数によって拠出された財源（毎年度約100億円）を評価結

果に基づいて再配分（H28～）

 成果に係る客観・共通指標により実績状況を相対的に把握し、
配分に反映（H31～）

当初の狙い

「第三者評価」の
導入による事後
チェック方式に移
行

○ 中期目標・中期計画の策定とそれに伴う国立大学法人評価委員会による評価の実施といった仕組
みの導入により、各国立大学法人において評価の考えが浸透している。

○一方で、様々な評価の導入による大学現場の疲弊、評価と資源配分への連動強化も指摘されてい
る状況。

実
行

課題

 国立大学法人評価と並ん
で、学校教育法に基づく認
証評価、各種競争的資金
の研究実績評価、学内にお
ける教員の実績評価など、
様々な評価が重層的に行
われており、大きな負担

成果

 計画的な法人運営の実現

 学内における評価サイクルの
確立

評価結果を「①大いに活用」及び「②活用」
と回答した法人数は75法人
（第２期中期目標期間における国立大学法人評価の検
証について（アンケート結果：国立大学戦略室まとめ））

第三者評価の導入
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